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審 査 の 要 旨 
１ 批評 
本論文の考察対象である複合外来語由来の短縮語形成は日本語の代表的な韻律形態現象のひとつであり
ながらも、その機序が包括的に考察される機会は従来乏しく、一部の規則的な語形のみが理論研究におけ
る例証材料として取り上げられてきたに過ぎない。一方、本論文では変則的な「補完形」に積極的に着目
し、豊富なデータを精査することによって、短縮語形の決定に影響する言語内的・言語外的要因を明らか
にしている。従来見過ごされてきた現象のしくみを多角的視野から究明した、優れた研究であると評価で
きる。 
本論文でなされた考察はいずれも研究上重要な意義があるが、わけても評価すべきこととして以下の２
点を挙げる。第１点目は、短縮語形の決定に影響する要因を実証的な裏づけを以て明らかにしたことであ
る。既存の短縮語では特定の語形が慣習的に定着している事例も少なくない。このため実在語に限った考
察は拙速な一般化を招く恐れがある。一方、本論文では、仮想的な複合外来語の短縮形として理論上想定
される複数の語形を被験者に提示し、その中から最適と判断される語形を回答させるという実験手法をと
ることで、実在語にまつわる語彙個別性の問題を克服し、かつ、定量的な分析を通じて、短縮形に対する
母語話者の内省判断の実態を客観的に捉えることに成功している。本論文が明らかにした言語内的要因は
いずれも量的事実に裏づけられている点で信頼に足る。加えて、OCP制約の影響に関する考察は従来の理
論的主張に更新を迫る知見を含んでおり、音韻理論研究の進展に対する貢献度も極めて高いと評価でき
る。 
第２点目は、言語内的要因に加えて言語外的要因にも探究の射程を広げ、短縮語形の選好傾向に顕著な
世代差が認められる事実を明らかにしたことである。言語の運用に世代差が反映されることは一般にも経
験的に認識されているところではあるが、その認識を客観的な事実として証明したことの意義は極めて大
きい。短縮語のような隠語的性格の色濃い語彙は言語の世代差を記述するうえで好適な対象であるにもか
かわらず、従来、その実態の究明に定量的手法を以て取り組んだ研究は皆無であったが、本論文では幅広
い年齢層を対象とした一律条件下での実験を行い、語形選好傾向の世代差を実証するに十分な結果を提示
している。特に、中高年世代が在来の規範的な形式を選好する保守的な傾向を見せるのに対して、10代の
話者が規範から離れた新規な形式をはっきりと選好することを鮮明に捕捉し得た点は、世代属性と言語と
の関わりについて新たな知見をもたらす成果であり、言語研究全般の進展に寄与するところ大である。 
一方、本論文では語形選好に関わる一定の量的傾向が捉えられたものの、実際の言語運用場面ではそれ
に沿わない語形が選択される可能性もあるなど、本論文において示された考察を以てしても出力形の完全
な予測は難しいという課題も残る。しかし、短縮語形成が音韻現象であると同時に語彙的・社会的な現象
としての側面も併せ持つとの本質を踏まえると、こうした課題が残るのはむしろ自然なことである。本論
文の意義は当該現象の背景に複層的な要因の相関があることを具体的に示し得た点にこそあり、上述の課
題が残るとしても、それは本論文の学術的価値をいささかも揺るがすものではない。 
 
２ 最終試験 
 平成３１年１月１６日、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、本
論文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。審議の結果、審査委員全員一致
で合格と判定された。 
  
３ 結論 
上記の論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（言語学）の学位を受けるに十分な資格を
有するものと認める。 
